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【
歳
　
出
】

　
性
質
別
に
み
る
と
、
人
件
費
、
扶
助
費
お
よ
び

公
債
費
の
義
務
的
経
費
は
、
３
、７
５
９
万
7
千

円
の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。
人
件
費
は
、
職
員

給
お
よ
び
退
職
手
当
組
合
負
担
金（
特
別
負
担

金
含
む
）と
も
に
減
額
と
な
っ
た
こ
と
か
ら
、
全

体
で
は
６
、２
２
６
万
円
の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

扶
助
費
は
、
臨
時
福
祉
給
付
金
お
よ
び
子
育
て

世
帯
支
援
特
例
給
付
金
、
自
立
支
援
給
付
費（
介

護
給
付
費
、
訓
練
等
給
付
費
）の
増
加
に
よ
り
３
、

６
９
５
万
1
千
円
の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。
公

債
費
は
、
年
間
地
方
債
発
行
額
を
制
限
し
て
い

る
こ
と
か
ら
、
１
、２
２
８
万
8
千
円
の
減
額
と

な
り
ま
し
た
。

　
投
資
的
経
費
の
う
ち
、
普
通
建
設
事
業
費
は
、

民
間
介
護
福
祉
事
業
者
の
施
設
整
備
支
援
、
防
災

行
政
無
線
音
声
告
知
器
整
備
お
よ
び
南
条
こ
ど
も

園
用
地
購
入
な
ど
大
型
公
共
事
業
が
実
施
さ
れ
た

こ
と
に
よ
り
、
1
億
７
、４
８
０
万
1
千
円
の
増
額

と
な
り
ま
し
た
。

　
積
立
金
は
、
平
成
25
年
度
に
造
成
し
た
地
域

振
興
基
金
の
積
立
金
が
皆
減
と
な
っ
た
こ
と
か

ら
、
10
億
３
、３
７
９
万
4
千
円
の
大
幅
減
額
と

な
り
ま
し
た
。
繰
出
金
に
つ
い
て
は
、
後
期
高

齢
者
医
療
へ
の
負
担
金
の
減
や
特
別
会
計
で
事

業
を
行
う
公
共
施
設
の
施
設
設
備
の
改
良
に
要

す
る
費
用
の
減
に
よ
り
、
５
、４
６
６
万
2
千
円

の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。
物
件
費
、
補
助
費
等

は
い
ず
れ
も
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

　
目
的
別
で
は
、
最
も
決
算
額
が
大
き
い
の
は
、

民
間
介
護
福
祉
事
業
者
の
施
設
整
備
支
援
を
主

要
因
に
対
前
年
度
比
4
億
９
、５
５
８
万
3
千
円

の
大
幅
増
額
と
な
っ
た
民
生
費
と
な
っ
て
い
ま
す
。

次
い
で
総
務
費
は
、
南
条
こ
ど
も
園
整
備
に
か
か

る
人
材
育
成
拠
点
形
成
推
進
事
業
基
金
積
立
金
が

増
と
な
る
も
の
の
、
平
成
25
年
度
に
造
成
し
た
地

域
振
興
基
金
の
積
立
金
が
皆
減
と
な
っ
た
こ
と
に

よ
り
、
対
前
年
度
比
6
億
８
、１
１
３
万
7
千
円

の
大
幅
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

決
算
報
告

平
成
26
年
度

地方交付税
43億2,735万1千円

（46.2%）

地方交付税
43億2,735万1千円

（46.2%）

県支出金
14億9,398万8千円

（15.9%）

県支出金
14億9,398万8千円

（15.9%）

国庫支出金
6億4,243万9千円

（6.9%）

国庫支出金
6億4,243万9千円

（6.9%）

町債
3億7,277万7千円

（4.0%）

町債
3億7,277万7千円

（4.0%）

繰入金
3億6,253万7千円

（3.9%）

繰入金
3億6,253万7千円

（3.9%）

地方消費税交付金
2億1,998万1千円（2.3%）

町税
13億4,352万7千円（14.3%）
町税
13億4,352万7千円（14.3%）

繰越金
1億7,117万3千円（1.8%）
繰越金
1億7,117万3千円（1.8%）

分担金及び負担金
4億4,239万8千円（4.7%）
分担金及び負担金
4億4,239万8千円（4.7%）

　
12
月
議
会
定
例
会
で
、
平
成
26
年
度
の
一

般
会
計
お
よ
び
11
の
特
別
会
計
、
1
の
企
業

会
計
の
歳
入
歳
出
決
算
が
認
定
さ
れ
ま
し
た
。

　
一
般
会
計
の
決
算
は
、歳
入
93
億
７
、６
１
７ 

万
1
千
円
、
歳
出
90
億
１
、５
５
９
万
７
千

円
、
歳
入
歳
出
差
引
総
額
は
3
億
６
、０
５
７ 

万
4
千
円
で
、
翌
年
度
に
繰
り
越
す
事
業

の
財
源
を
除
い
た
実
質
収
支
は
、
3
億 

５
、３
７
３
万
9
千
円
と
な
り
ま
し
た
。

一
般
会
計

【
歳
　
入
】

　
一
般
財
源
で
あ
る
町
税
は
３
、４
１
０
万
円

の
減
額
、
地
方
交
付
税
は
５
、７
２
８
万
6
千

円
の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

　

国
県
支
出
金
は
、
河
野
地
区
に
お
け
る

民
間
介
護
福
祉
事
業
者
の
施
設
整
備
支
援
、

南
条
こ
ど
も
園
整
備
へ
の
本
格
着
手
、
道

路
整
備
等
の
住
生
活
環
境
の
整
備
、
さ
ら

に
は
今
庄
宿
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
業
へ
の
本

格
着
手
な
ど
公
共
事
業
等
へ
積
極
的
に
取

り
組
ん
だ
こ
と
に
よ
り
、
国
庫
支
出
金

は
1
億
６
、４
７
３
万
円
、
県
支
出
金
は

6
億
１
、３
０
１
万
9
千
円
、
そ
れ
ぞ
れ
大

幅
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

　
繰
入
金
は
、
3
億
５
、５
１
７
万
3
千
円

増
額
と
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
民
間
介
護

福
祉
事
業
者
の
施
設
整
備
支
援
を
目
的
と
し

た
高
齢
者
保
健
福
祉
基
金
の
繰
入
が
主
要
因

で
す
。

　
地
方
債
で
は
、
平
成
25
年
度
は
地
域
振
興

基
金（
地
域
の
一
体
的
進
展

と
安
定
し
た
行
政
サ
ー
ビ

ス
を
提
供
で
き
る
よ
う
行
政

基
盤
強
化
を
目
的
と
し
た
基

金
）を
造
成
す
る
た
め
、
多

額
の
旧
合
併
特
例
債
の
借
入

が
あ
り
ま
し
た
が
、
平
成
26

年
度
は
そ
の
よ
う
な
大
き
な

地
方
債
の
発
行
は
無
か
っ
た

こ
と
か
ら
、
14
億
４
８
２
万

円
3
千
円
の
大
幅
減
額
と
な

り
ま
し
た
。

■ 自主財源
　　（20.8％）
■ 依存財源

　　（79.2％）
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単位：百万円

■ 地方債発行額
■ 元金償還額
■ 地方債残高

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 26年度25年度

平成19年度以降は、将来負担を軽減する
ために地方債発行額を制限

旧合併特例債の発行による
地域振興基金の造成

地方債とは、一般家庭でいう
住宅ローンなどの借入金を
指します。

1,638
876

2,307
853 7771,037 7171,116 5651,157 580

1,199
495
1,193 7221,192

1,778
1,200

373
1,195

10,385

11,839 11,579

11,180
10,588

9,969

9,271
8,801

9,379
8,557

地方債の推移（一般会計）

一般会計歳入 93億7,617万1千円
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公債費
12億8,695万1千円
(14.3%)

公債費
12億8,695万1千円
(14.3%)

貸付金
3億190万円(3.3%)
維持補修費
2億990万円(2.3%)
災害復旧費
5,205万6千円（0.6％）

貸付金
3億190万円(3.3%)
維持補修費
2億990万円(2.3%)
災害復旧費
5,205万6千円（0.6％）

扶助費
7億1,384万8千円

(7.9%)

扶助費
7億1,384万8千円

(7.9%)

人件費
14億3,363万7千円
(15.9%)

人件費
14億3,363万7千円
(15.9%)

補助費等
11億1,065万円

(12.3%)

補助費等
11億1,065万円

(12.3%)

繰出金
9億5,486万4千円

(10.6%)

繰出金
9億5,486万4千円

(10.6%)
物件費

9億6,343万1千円
(10.7%)

物件費
9億6,343万1千円

(10.7%)

普通建設事業費
12億7,652万1千円
（14.2％）

普通建設事業費
12億7,652万1千円
（14.2％）

積立費
7億1,183万9千円

(7.9%)

積立費
7億1,183万9千円

(7.9%)
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17年度 18年度 19年度 20年度 22年度 24年度 25年度 26年度23年度21年度

地域振興基金の造成に
より大きく増加

単位：百万円

■ 基金合計
■ 財政調整基金
■ 減債基金
■ 特定目的基金 3,751

1,439

1,645

667

3,572

1,465

1,442

665

2,774

532
200

2,042
2,447

661
200

1,586

2,759

962

200

1,597

3,055

1,015

401

1,639

3,213

1,017

662

1,534

3,669

1,560

664

1,445

5,460

1,783

668

3,009

5,787

1,865

670

3,252

基金とは、一般家庭でいう
預貯金を指します。基金の推移

会計名 歳入決算額 歳出決算額
国民健康保険 11億4,678万7千円 11億4,597万8千円
国民健康保険今庄診療所 3億576万3千円 3億478万1千円
河野診療所 1億1,155万5千円 1億1,076万8千円
個別排水処理施設 1,272万円 1,261万2千円
農業者労働災害共済 245万8千円 96万7千円
後期高齢者医療 1億3,720万5千円 1億3,695万1千円
農業集落排水 3億5,404万4千円 3億5,385万2千円
老人保健施設 1億6,455万1千円 1億6,363万4千円
介護保険 12億5,653万円 12億1,769万7千円
ケーブルテレビ 1億3,324万5千円 1億3,041万7千円
下水道 2億5,917万7千円 2億5,903万5千円

特別会計

収益的収支
（水道料等での収支）

収入額 支出額

5億8,630万7千円 5億8,858万2千円

資本的収支
（企業債償還金支出）

収入額 支出額

― 1億4,785万円

企業会計 水道事業

民生費
22億1,355万2千円
(24.6%)

民生費
22億1,355万2千円
(24.6%)

土木費
6億4,019万8千円

(7.1%)

土木費
6億4,019万8千円

(7.1%)

公債費
12億8,695万1千円
(14.2%)

公債費
12億8,695万1千円
(14.2%)

総務費
19億6,482万8千円
(21.7%)

総務費
19億6,482万8千円
(21.7%)

農林水産業費
6億2,166万5千円

(6.9%)

農林水産業費
6億2,166万5千円

(6.9%)

教育費
7億7,189万1千円

(8.6%)

教育費
7億7,189万1千円

(8.6%)

衛生費
5億8,889万9千円

(6.5%)

衛生費
5億8,889万9千円

(6.5%)

消防費
3億1,386万7千円（3.5％）
議会費
9,013万円（1.0％）
災害復旧費
5,205万6千円（0.6％）
労働費
2,396万8千円（0.3％）

消防費
3億1,386万7千円（3.5％）
議会費
9,013万円（1.0％）
災害復旧費
5,205万6千円（0.6％）
労働費
2,396万8千円（0.3％）商工費

4億4,759万2千円
(5.0%)

（性質別）（目的別）

一般会計歳出 90億1,559万7千円


